


































In this paper, I focus on the rule of core supplier at the time of next generation vehicle development in the Japanese 
automobile industry. Special tooling die makers mass produce the main component motor core for automobile 
companies in Japan. Why they become the main component supplier? What type of close relationships exist 
between each die maker and the automobile company? The die maker receives the development information about 
the next generation vehicle from each automobile company. I analyzed a rule of core supplier that mass produced 
the main component motor core. 
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企業成果へも貢献する（Cusumano & Takeishi, 1991）といったそれまでの発見事実と相反
する議論の展開でなく、それらを含んだ包括的な視点の提示となっている5。 
近能の研究成果は、まず既存研究が特定の自動車メーカーと特定のサプライヤーとの間








本稿で「1 対 1 の関係」を中核的サプライヤーの視点で考慮してみると、「中核的サプ




















































                                                        
8 中沢・赤池（2000）p.37。 
日本自動車産業における次世代車開発時に中核的サプライヤーが果たす役割 





































                                                        
9 ここでのマスカスタマイゼーションについは、延岡（2002）pp.81-85 を参照している。 








































                                                        


























メーカー2 社である15。最初に取り上げる A 社は、完成車メーカーX 社向けハイブリッド
車用のモーターコア開発に参画した金型メーカーである。次いで B 社は、完成車メーカー
Y 社向けの初期ハイブリッド車用モーターコア開発に関与した金型メーカーである。また




以下、図 1、図 2 の写真は、モーターの三大要素と言われるステータ（固定子）、ロー
ター（回転子）および巻線である。 
                                                        
14 事例研究の対象企業は共に部品の量産までを自社内で担っている企業である。一見、部品加工のメー
カーとする枠組みで考えられてもおかしくない。この点は対象企業自体が自社をどの枠組みで捉えて
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は小型や高級車種用の HV 車開発も行っているが、開発当初は各社を代表とする HV 車用







B 社を、B 社は A 社であると認識されている。 
 
4.2 完成車メーカーX 社向けモーターコア開発の A 社 
(1) A 社概要 
 A 社のコア技術は、金型（リードフレームが主17）だが、近年半導体関連は厳しい状態
が続いている18。次世代車用モーターコアの開発は、X 社向けの初代ハイブリッド車が初
                                                        
16 2009 年 6 月 9 日「HV 心臓部急拡大追う増産」『Fuji Sankei Business i』5 面より。 
17 リードフレームとは半導体パッケージの内部の配線として使われ、金属でできた薄板であり、精密金
型を使った打ち抜きの技術が活用される。 




（注）図 1 に同じ。 
（出所）図 1 に同じ。
日本自動車産業における次世代車開発時に中核的サプライヤーが果たす役割 
イノベーション・マネジメント No.12 - 165 -




































20  2013 年 5 月に都内で開催された金型関連技術研究会及び交流会の会場での聞き取り内容から。 
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対する答えが、ある記事で取り上げられた。その内容は、X 社で次世代車としての HV 車

















次にサプライチェーン構造を軸に見てみると、A 社は、モーターコアを X 社に直接取引
（＝納入）している。A 社側は、その取引構造について完全に Tier-1 であると述べている














 A 社は X 社との既存取引関係が存在しているが、他社への部品納入は可能かどうかの確
認も行った。この質問には、次のような回答が得られた。具体的には、X 社向けのモータ
                                                        
22 記事内容の一部はイニシャル表記として記載した。2008 年 9 月 12 日『惜別』朝日新聞（夕刊）より引
用。 
23 石川（2009）pp.121-122 を参照している。実際に石川が参考とした資料は、「挑戦への軌跡」『NIKKEI 
MECHANICAL』No.524、1998 年 5 月号、pp.76-79 と『日経エコロジー』2007 年 7 月号、p.107 である。 
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ーコア量産工場と、他メーカー向けの工場は分かれている。あとは、顧客である X 社の判






 ここで X 社側の動きについても取り上げておく。次世代車開発当初の段階では A 社の X
社に対する貢献は重要であった。しかし完成車メーカーである X 社としても、基幹部品と
してのモーターコアの量産を、今後も極端に A 社任せにしておくことはさけたいと考える
のが当然である。A 社を Tier-1 の中核的サプライヤーとして育成してきたように、新規参
入組となる競合相手も同様に育成していくことで、そこに競争原理を働かせようとする動













4.3 完成車メーカーY 社向けモーターコア開発の B 社 
(1) B 社概要と主要技術の変遷 











                                                        
24 B 社概要はここまで全引用。黒田述・尾高編（2013）pp.343-344。 
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車メーカーY 社のハイブリッド車開発段階からモーターコアの社内量産を実際に手掛ける














 B 社の具体的な参入時期は、1990 年代後半頃（これは競合相手である A 社の X 社向け
ハイブリッド車の開発時期と重なる）からで、まずはモーター用金型の製造を手掛けてお
り、Y 社向けに金型システムの販売を行ってきた。その後、2005 年頃より Y 社のハイブリ
ッド車用高性能モーターコアの受注をきっかけに、B 社にて基幹部品モーターコアの金型
開発から量産までを手掛ける一貫生産体制の構築という重大な経営判断を下した。金型メ















                                                        
25 2013 年 7 月 22 日に B 社本社内にて。その後 2014 年 3 月にモーターコア量産工場への訪問計画も予定
されていたが、企業側諸事情により、量産現場の訪問は実施できていない。 
26 自動車メーカーからの資本導入の有無について、その確認を行った人物は C 氏でなく、展示会での B
社ブース金型関連部門の担当者からの聞き取りによる。2014 年 1 月、都内で開催された EV.HEV 駆動
システム関連の技術展出展時にて。 
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ること、この 3 つである。 
筆者は極端に金型メーカーだけがサプライヤーの中で特別と指摘するつもりはないが、



































                                                        
28 池原（2012）pp.36-38。この資料によると、現在国内で、HV が設定されていない軽乗用車を除く登録
乗用車に占める比率は 29.4％となったことが取り上げられている。ちなみに登録車と軽自動車を合算
した乗用車全体の中の比率は 19.4％であり、ほぼ 5 台に 1 台の割合となっていると指摘されている。
またこれよりもさらに新しい資料データでは、「平成 25 年 3 月末現在の HV 車の保有台数は 24 年 3 月
末の 203 万 2,793 台に比べ 41.1％増加し、286 万 9,102 台となった（プラグインハイブリッド車を含む）」
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案件を早急に HV 車用の試作へとつなげ、顧客である完成車メーカー側の予想をはるかに
超えるリードタイム短縮で基幹部品の量産化に目途をつけた。当初、最初の HV 車の市販
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